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 （※１） 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。 
 （※２） 市町村国保及び後期高齢者医療制度については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたものを年度平均加入者数で 
      除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」のそれぞれの前年所得を使用している。） 
      協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。 
 （※３） 被保険者一人当たりの金額を表す。 
 （※４） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。   
 （※５） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
 （※６） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 
 （※７） 共済組合も補助対象となるが、平成23年度以降実績なし。 

  市町村国保   協会けんぽ   組合健保  共済組合  後期高齢者医療制度 

保険者数   
（平成27年3月末）  

１，７１６ １ １，４０９ ８５ ４７ 

加入者数   
（平成27年3月末）   

３,３０３万人  
（1,981万世帯）   

３,６３９万人 
被保険者2,090万人 
被扶養者1,549万人 

２,９１３万人 
被保険者1,564万人 
被扶養者1,349万人 

８８４万人  
被保険者449万人  
被扶養者434万人 

１,５７７万人 

加入者平均年齢  
（平成26年度）  

５１．５歳  ３６．７歳 ３４．４歳 ３３．２歳 ８２．３歳 

65～74歳の割合 
（平成26年度）  

３７．８％ ６．０％ ３．０％ １．５％ ２．４％（※１） 

加入者一人当たり医療費
（平成26年度）  

３３．３万円 １６．７万円 １４．９万円 １５．２万円 ９３．２万円 

加入者一人当たり  
平均所得（※２） 

（平成26年度） 

８６万円  
 

一世帯当たり  
１４４万円 

１４２万円 
 

一世帯当たり（※３） 
２４６万円 

２０７万円 
 

一世帯当たり（※３） 
３８４万円   

２３０万円  
 

一世帯当たり（※３）  
４５１万円 

８３万円 

加入者一人当たり  
平均保険料  

（平成26年度）（※４） 
<事業主負担込>  

８．５万円 
 

一世帯当たり  
１４．３万円  

１０．７万円 <21.5万円> 
 

被保険者一人当たり  
18.7万円 <37.3万円>  

１１.８万円 <26.0万円> 
 

被保険者一人当たり  
22.0万円 <46.3万円>  

１３．９万円<27.7万円> 
 

被保険者一人当たり  
27.2万円 <54.4万円> 

６．９万円 

保険料負担率（※５） ９．９％ ７．６％ ５．７％ ６．０％ ８．３％ 

公費負担  
給付費等の５０％ 
＋保険料軽減等  

給付費等の１６．４％ 
後期高齢者支援金等の 
負担が重い保険者等への

補助（※７） なし  

給付費等の約５０％ 
＋保険料軽減等  

 ７兆６,３６８億円 
（国４兆９，１３２億円） 

公費負担額（※６）   
（平成28年度予算ﾍﾞｰｽ） 

４兆３，３１９億円 
（国３兆９５８億円） 

１兆１，７８１億円 
（全額国費）   

３８１億円 
（全額国費）   

医療保険の各保険者の比較 
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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い 
 ・ 65～74歳の割合：国保（３７．８％）、健保組合（３．０％）  
 ・ 一人あたり医療費：国保（３３．３万円）、健保組合（１４．９万円） 

 

 
② 所得水準が低い 

 ・ 加入者一人当たり平均所得：国保（８６万円）、健保組合（２０７万円（推計））  
 ・ 無所得世帯割合：２７．８％ 

③ 保険料負担が重い 
 ・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得 
  市町村国保（９．９％）、健保組合（５．７％） ※健保は本人負担分のみの推計値 

④ 保険料（税）の収納率低下 
  ・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２６年度 ９０．９５％    
 ・最高収納率：９５．２５％（島根県）  ・最低収納率：８６．７４％（東京都） 

⑤ 一般会計繰入・繰上充用 
 ・市町村による法定外繰入額：約３,８００億円   うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、 
  繰上充用額：約９００億円（平成２６年度）  
   
 
 

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在 
 ・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４５８ （全体の１／４） 

⑦ 市町村間の格差 
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差  最大：2.7倍（北海道）    最小：1.1倍（富山県） 
・ 一人あたり所得の都道府県内格差    最大：14.6倍（北海道）     最小：1.3倍（福井県） 
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差   最大：3.7倍（長野県）※    最小：1.3倍（長崎県） 

  ※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。 

 

１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

 
   

① 国保に対する財政支援の拡充 
 
② 国保の運営について、財政支援 
  の拡充等により、国保の財政上の 
  構造的な問題を解決することとし 
  た上で、 

 ・ 財政運営を始めとして都道府県 

  が担うことを基本としつつ、 

 ・ 保険料の賦課徴収、保健事業の 

  実施等に関する市町村の役割が 

  積極的に果たされるよう、 
 都道府県と市町村との適切な役割 
 分担について検討 
 
③ 低所得者に対する保険料軽減措 
  置の拡充 
 

 
   

 市町村国保が抱える構造的な課題と 
社会保障制度改革プログラム法における対応の方向性 
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【現行】 市町村が個別に運営 
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う 

など中心的役割 

市町村 
都道府県 

・ 財政運営責任（提供体制と双方に責任発揮） 

・ 市町村ごとの納付金を決定 

市町村ごとの医療費水準、所得水準を考慮することが基本 

・ 市町村ごとの標準保険料率等の設定 

・ 市町村が行った保険給付の点検、事後調整 

・ 市町村が担う事務の標準化、効率化、 
 広域化を促進 

・ 資格管理（被保険者証等の発行） 

・ 保険料率の決定、賦課・徴収 

・ 保険給付 

・ 保健事業 

（構造的な課題） 

 ・年齢が高く医療費水準が高い 

 ・低所得者が多い 

 ・小規模保険者が多い 

都道府県が市町村ごとに決定した 
国保事業費納付金を市町村が納付 

・国の財政支援の拡充 
 

・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす 市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

市町村 

国保運営方針 
(県内の統一的方針) 

給付費に必要な費用を、 
全額、市町村に支払う（交付金の交付） 

※被保険者証は都道府県名のもの 
※保険料率は市町村ごとに決定 
※事務の標準化、効率化、広域化を進める 

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の

国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付 

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化） 

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進 

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、 
地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う 

国保制度改革の概要（運営の在り方の見直し） 

 なお、国の普通調整交付金については、 都道府県間の所得水準を 
調整する役割を担うよう適切に見直す 

○ 詳細については、引き続き、地方との協議を進める 
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改革の方向性 

１． 
運営の在り方 

 (総論) 

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の

確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、   

市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進 

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

２． 
財政運営 
 

財政運営の責任主体 
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定 
・財政安定化基金の設置・運営 

・国保事業費納付金を都道府県に納付 

３． 
資格管理 

国保運営方針に基づき、事務の効率化、 
標準化、広域化を推進 

※４．と５．も同様 

･ 地域住民と身近な関係の中、 
  資格を管理(被保険者証等の発行) 

４． 
保険料の決定 
賦課・徴収 

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表 

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を
決定 

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収 

５． 
保険給付 

・給付に必要な費用を、全額、 
市町村に対して支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

･ 保険給付の決定 
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等 

６． 
保健事業 

市町村に対し、必要な助言･支援 
・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい
保健事業を実施  

 （データヘルス事業等） 

改革後の国保の運営に係る都道府県と市町村それぞれの役割 
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○ 新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体となるほか、市町村においても、資格管理、保険給付、保

険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととされている。 

○ そこで、新制度においては、都道府県とその県内の各市町村が一体となって保険者の事務を共通認識の下で

実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率化を推進できるよう、都道府県が県内の統一的な国民健康

保険の運営方針を定める必要がある。 

１．国保運営方針策定のねらい 

○ 国保には、小規模保険者が多数存在し、財政が不安定になりやすい等の財政運営上の構造的な課題や、市町

村ごとに事務処理の実施方法にばらつきがある等の事業運営上の課題がある。 

○ こうした課題に対し、これまで、公費投入、保険者間での財政調整、保険者事務の共通化・共同実施・広域化な

どによって対応してきたが、いまだ十分とはいえない。 
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 （１）市町村国保の現状と課題 

○ こうした現状を改善するため、国民健康保険への財政支援の拡充を行うとともに、平成30年度から、都道府県

が、国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の確保などの事業運営に

おいて中心的な役割を担うことにより、国民健康保険制度の安定化を図ることとされた。 

 （２）改正法による国保の都道府県単位化 

※ 改正法の施行日は平成30年４月１日であるが、改正法附則第７条において、都道府県は、施行日の前日までに国保運営方針を定めること

とされている。このため、各都道府県においては、地域の実情に応じ、市町村等との連携会議や国保運営協議会を前倒しで設置して検討

を行うなど、国保運営方針を定めるための準備を速やかに行い、平成29年度内に策定していただく必要がある。 

 （３）国保運営方針の必要性 

2016年4月28日 
 国保運営方針策定要領 



見直しの手順は①～⑤までと同様。少なくとも３年ごとに検証を行い、必要に応じて見直すことが望ましい。 

都道府県は、連携会議とは別に、当該都道府県内のすべての市町村に対し、国保運営方針案について意見
を求めなければならない。 （法82条の２第６項） 

都道府県の国保運営協議会は、地方自治法第138条の４第３項に基づく都道府県の執行機関の附属機関と
して位置づけられる。 

国保運営方針は、都道府県の国保運営協議会の答申を判断資料として都道府県知事が決定するが、国保
運営協議会の意見は、法的に知事を拘束するものではない。 

法第82条の２第７項に基づき、都道府県は遅滞なく公表するよう努めるものとする。公表の方法は、都道府
県のホームページや公報による公示などが考えられる。 

連携会議では、都道府県の関係課室、市町村の国保担当部局等、 国保連、その他の関係者による意見交
換、意見調整を行う。国保運営方針案の議決を行う場ではない。 

①  市町村等との連携会議の開催  

② 国保運営方針案を作成、市町村へ意見聴取 

③ 都道府県の国保運営協議会で審議、諮問・答申 

④ 都道府県知事による国保運営方針の決定 

⑤ 国保運営方針の公表 

⑥ 事務の実施状況の検証、国保運営方針の見直し 

２．国保運営方針の策定手順 

○ 国保運営方針の策定に当たっては、①都道府県・市町村が保険者として目指す方向性について認識を共有すること、

②被保険者、療養担当者、公益、被用者保険等の関係者の意見を聴くことが重要であり、策定後も定期的な検証・

見直し・改善をしていくことが重要。このため、以下の手順を基本として、地域の実情に応じて策定を行う。 
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8 

（国民健康保険事業の運営に関する協議会） 

第11条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理することとさ 
 れている事務に係るものであつて、…(略)…国民健康保険事業費納付金の徴収、…(略)…都道府県国民健康  
  保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事 
  業の運営に関する協議会を置く。 
２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされてい 
  る事務に係るものであつて、…(略)…保険給付、 …(略)…保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審 
  議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 
３ 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項(…(略)…) 
  を審議することができる。 
４ 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事項は、政令で定める。 

（参考）改正後の国民健康保険法（抜粋）  

都道府県に設置される 
国保運営協議会 

市町村に設置される 
国保運営協議会 

主な審議事項  
  ・国保事業費納付金の徴収 

     ・国保運営方針の作成 
                          その他の重要事項 
 

委員 

・被保険者代表 
・保険医又は保険薬剤師代表 
・公益代表 
・被用者保険代表 

(＊)「国民健康保険の見直しについて（議論 
のとりまとめ）」（平成27年２月12日国
保基盤強化協議会）より 

主な審議事項  

委員 

       ・保険給付 
         ・保険料の徴収 
                        その他の重要事項 
 

・被保険者代表 
・保険医又は保険薬剤師代表 
・公益代表 
・被用者保険代表（任意） 

法律上の国民健康保険運営協議会（都道府県、市町村）の位置付け 


